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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　容器をなすケーシングと、　
　前記ケーシング内に回転可能に配置された遠心分離用のボウルと、
　前記ボウルの上部側に設けられ、鉛直軸方向に延びる前記ボウルの回転軸と、
　前記ケーシングの外に配置され、前記回転軸を回転させる駆動装置と、
　前記ケーシングの開口部に配置され、該開口部を貫通する前記回転軸を軸支する軸受機
構と、を含む竪型の遠心分離装置であって、
　前記軸受機構は、前記回転軸を囲うハウジングと、前記回転軸を軸支するベアリングと
、該軸受機構のケーシング側の端部に配置され前記ハウジングと回転軸のクリアランスを
シールする軸シール機構と、を備え、
　前記軸シール機構は、回転封止環が前記ボウルの回転軸側に配置され、該回転封止環と
対向するシールアセンブリを含む静止封止環が前記ハウジング側に配置され、外部から導
入される圧力調整可能なシール用の圧力気体によって回転封止環とシールアセンブリとの
間に静圧空間を形成してシールする非接触型の軸シール機構であることを特徴とする遠心
分離装置。
【請求項２】
　前記ベアリングから前記軸シール機構に至るまでのクリアランスの部分に、前記ベアリ
ングの潤滑オイルを排出する第１の排出口と、前記軸シール機構からリークしたシール用
の気体を排出する第２の排出口を上から順に形成していることを特徴とする請求項１に記
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載の遠心分離装置。
【請求項３】
　前記ベアリングの潤滑オイルを排出する第１の排出口と、前記軸シール機構からリーク
したシール用の気体を排出する第２の排出口との間に、
　前記回転軸と一体になって回転することで潤滑オイルが軸シール機構まで流下するのを
防止する流下防止部材を更に備えたことを特徴とする請求項２に記載の遠心分離装置。
【請求項４】
　前記軸受機構には、前記非接触型の軸シール機構に圧力気体を供給する供給路と、前記
軸シール機構からリークしたシール用気体を回収する回収路が接続されており、
　前記シール用気体の回収路には、更にミスト回収装置が接続されていることを特徴とす
る請求項１～３のいずれか１項に記載の遠心分離装置。
【請求項５】
　前記シール用気体の回収路は、前記ベアリングの潤滑オイルを貯留するタンクに接続さ
れており、
　遠心分離実行時に前記ケーシングの内圧が０．１ＭＰａ以上となる高圧用の遠心分離装
置である場合は、
　前記ミスト回収装置は、回収路の途中に配置した大気開放型のバッファタンクであるこ
とを特徴とする請求項４に記載の遠心分離装置。
【請求項６】
　前記シール用気体の回収路は、前記ベアリングの潤滑オイルを貯留するタンクに接続さ
れており、
　遠心分離実行時に前記ケーシング内の内圧が０．１ＭＰａ未満となる常圧用の遠心分離
装置である場合は、
　前記潤滑オイルを貯留するタンクは、大気開放構造となっており、このタンクが前記ミ
スト回収装置を兼ねることを特徴とする請求項４に記載の遠心分離装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、竪型の遠心分離装置に関し、特にケーシング内で回転する遠心分離用のボウ
ルの軸シール機構に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば特許文献１に開示されている分離装置は、被処理液に遠心力を付与して分離操作
を実行するデカンタタイプの遠心分離装置である。遠心分離装置は、被処理液が内部に供
給される円筒形状のボウルがケーシング内に配置されており、ボウルを回転させる駆動機
構（例えば駆動モーター）がケーシング外に配置されている。ボウルの回転軸であるシャ
フトは、ケーシングの上部側開口部を塞ぐように配置された軸受機構によって軸支されて
おり、ケーシングの外にまで延びたシャフト端部に駆動モーターの動力が伝達される構成
になっている。また、ボウル内にはスクリューコンベアが配置されており、差速発生装置
であるギアボックスを介して駆動モーターの動力がスクリューコンベアに伝達され、ボウ
ルと相対的な速度差（差速）で回転することによって固形物を排出口に向けて搬送する。
【０００３】
　ボウルの回転軸であるシャフトの軸受機構は、シャフトが回転可能なように軸支するベ
アリングと、ベアリングを保持するハウジングと、ハウジングとシャフトのクリアランス
部分をシール（軸シール）するメカニカルシールを備えている。メカニカルシールは、ケ
ーシング内の物質等が装置外に漏洩すること、及びベアリング等がケーシング内の物質等
と接触して劣化することを防止する。また反対に、クリアランスの部分を通じて、外気か
らの異物やベアリングの潤滑オイル等がケーシング内に混入することも防止する。
【０００４】
　メカニカルシールは、固定環と回転環との間に接触摺動する部分があり、ここで発熱が
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起きる。発熱量が大きくなるとメカニカルシールが劣化するので、遠心分離装置は、潤滑
オイルを冷却用クーラントとして循環供給する手段を更に備えている。潤滑オイルを循環
供給する手段としては、オイルタンク、ポンプ及び温度調整器を備えたオイルユニットが
用いられる。メカニカルシールには、圧力及び流量を調節しながら潤滑オイルを循環供給
し、これにより軸シールの圧力バランスを調節する。
【０００５】
　しかしながら、メカニカルシールを採用する遠心分離装置は、ケーシング内の設定圧力
に応じて、軸受機構におけるメカニカルシール以外の部分の耐圧設計仕様を変える必要が
あり、常圧用や高圧用等のように製品が区別されていた。例えば、常圧用ではラビリンス
シールを組み込むが、高圧用ではラビリンスシールでは耐圧性が確保できない。そこで、
高圧用ではラビリンスシールに代えて例えばクリアランスブッシングを設けて、その長さ
調節等で耐圧性を高める構造になっており、常圧用と高圧用との間で予備品等の互換性も
ない。さらに、軸受機構を構成する各部品（例えば、クリアランスブッシング等）の隙間
や形状等によって圧力バランスを調節する現場調節作業の負担が大きかった。特に潤滑オ
イルの圧力調整と流量調整は、ケーシング内の設定圧力が高いほど難しくなる。
【０００６】
　デカンタタイプの遠心分離装置は、ボウルが横置きにされた横型タイプのものがある。
横型タイプのデカンタは、ボウルのメンテナンスや取り出しを行うためにケーシングが上
下に２分割される構造とされ、耐圧性が低いため高圧条件下では使用できない。これに対
し、竪型タイプのデカンタは、ケーシングを耐圧容器にすることができるので高圧条件下
での使用が可能である。しかしながら、軸受機構についても耐圧仕様にする必要がある。
また、軸シールの圧力バランスを調節するのが難しい。竪型タイプには、このような横型
タイプにはない技術的課題がある。
【０００７】
　また、例えば特許文献４のように高圧下でテレフタル酸を固液分離する場合、ケーシン
グ内に拡散するテレフタル酸の微粉がメカニカルシールの摺動部分に噛み込んでしまい、
メカニカルシールの劣化を引き起こす問題があった。テレフタル酸に限らず、微粉がケー
シング内に拡散する処理物にあっては、同様の問題が懸念される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１２－７６３４号公報
【特許文献２】特許第５０４８１６５号
【特許文献３】特開２００７－３８１６０号公報
【特許文献４】特許第４９０７７８１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、一例として挙げた上記問題点を解決するためになされたものであり、その目
的は、竪型の遠心分離装置において、ケーシング内の設定圧力によって常圧用や高圧用と
いったような軸受機構の耐圧設計仕様を変えることなく、軸受機構の耐圧設計仕様を標準
化し、その結果として製品の標準化を実現することにある。
【００１０】
　また、本発明の他の目的は、遠心分離実行時におけるケーシング内の設定圧力を高圧に
してもシール特性を長期間維持することができる軸シール機構を備えた遠心分離装置を提
供することにある。
【００１１】
　さらに、本発明の他の目的は、ケーシング内に微粉が拡散する操業条件においても、微
粉によってシール特性が低下するのを防止できる軸シール機構を備えた遠心分離装置を提
供することにある。



(4) JP 5547331 B1 2014.7.9

10

20

30

40

50

【課題を解決するための手段】
【００１２】
（１）本発明の遠心分離装置は、容器をなすケーシングと、前記ケーシング内に回転可能
に配置された遠心分離用のボウルと、前記ボウルの上部側に設けられ、鉛直軸方向に延び
る前記ボウルの回転軸と、前記ケーシングの外に配置され、前記回転軸を回転させる駆動
装置と、前記ケーシングの開口部に配置され、該開口部を貫通する前記回転軸を軸支する
軸受機構と、を含む竪型の遠心分離装置であって、前記軸受機構は、前記回転軸を囲うハ
ウジングと、前記回転軸を軸支するベアリングと、該軸受機構のケーシング側の端部に配
置され前記ハウジングと回転軸のクリアランスを圧力気体でシールする非接触型の軸シー
ル機構と、を備えていることを特徴とする。
（２）前記ベアリングから前記軸シール機構に至るまでのクリアランスの部分に、前記ベ
アリングの潤滑オイルを排出する第１の排出口と、前記軸シール機構からリークしたシー
ル用の気体を排出する第２の排出口を上から順に形成していることが好ましい。
（３）前記ベアリングの潤滑オイルを排出する第１の排出口と、前記軸シール機構からリ
ークしたシール用の気体を排出する第２の排出口との間に、前記回転軸と一体になって回
転することで潤滑オイルが軸シール機構まで流下するのを防止する流下防止部材を更に備
えた構成にするのが好ましい。
（４）前記軸受機構には、前記非接触型の軸シール機構に圧力気体を供給する供給路と、
前記軸シール機構からリークしたシール用気体を回収する回収路が接続されており、前記
シール用気体の回収路には、更にミスト回収装置が接続されていることが好ましい。
（５）前記シール用気体の回収路は、前記ベアリングの潤滑オイルを貯留するタンクに接
続されており、遠心分離実行時に前記ケーシングの内圧が０．１ＭＰａ以上となる高圧用
の遠心分離装置である場合は、前記ミスト回収装置は、回収路の途中に配置した大気開放
型のバッファタンクであることが好ましい。
（６）前記シール用気体の回収路は、前記ベアリングの潤滑オイルを貯留するタンクに接
続されており、遠心分離実行時に前記ケーシング内の内圧が０．１ＭＰａ未満となる常圧
用の遠心分離装置である場合は、前記潤滑オイルを貯留するタンクは、大気開放構造とな
っており、このタンクが前記ミスト回収装置を兼ねることが好ましい。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、竪型の遠心分離装置において、ボウルの回転軸を囲うハウジングと、
前記回転軸を軸支するベアリングと、前記ハウジングと回転軸のクリアランスを圧力気体
でシールする非接触型の軸シール機構とを備えた軸受機構としたことにより、軸シール機
構用の潤滑オイルの強制循環が不要となる。すなわち、軸シール機構のためにこれまで行
ってきた潤滑オイルの圧力調整と流量調整が不要となる。さらに、気体の圧力調整でシー
ル特性を変えることができるので、これまで行っていた軸受機構を構成する各部品（例え
ば、クリアランスブッシングを設ける等）の隙間や形状等によって圧力バランスを調節す
ることが不要となる。その結果、軸受機構の耐圧設計仕様を圧力に応じて変える必要がな
くなり、製品の標準化を実現することが可能となる。さらに、シール用気体に窒素ガス（
Ｎ２ガス）を用いた場合には、Ｎ２ガス消費量を抑えることは省エネになるため、Ｎ２ガ
スとプロセス圧力の差圧を一定とする制御は有効である。
【００１４】
　さらに本発明によれば、非接触型の軸シール機構を採用したことによって、これまでの
メカニカルシールで起きていた摺動摩耗によるシール特性の劣化がない。また、接触摺動
部分を有しない非接触型の軸シール機構は、微粉の噛み込みによるシール特性の劣化が少
ない。ボウルを横置きにして両端で支持する横型の場合は、撓みにより振動が大きくなる
ので軸シール機構がすぐに摩耗劣化して実用化できない。本発明は、振動の少ない竪型に
適用したことによって、実用化足り得る非接触型の軸シール機構の遠心分離装置への適用
を実現できたのである。
【図面の簡単な説明】
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【００１５】
【図１】本発明の好ましい実施形態によるデカンタの構成図である。
【図２】上記デカンタの軸受機構の縦断面図である。
【図３】上記軸受機構の軸シール機構の部分を示す拡大図である。
【図４】上記軸受機構の軸シール機構から気体を回収する構成を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の好ましい実施形態に従う遠心分離装置について、添付図面を参照しなが
ら説明する。但し、以下に説明する実施形態によって本発明の技術的範囲は何ら限定解釈
されることはない。
【００１７】
　図１は、本実施形態に従う遠心分離装置の全体構成を示す。図１には、遠心分離装置の
一例として竪型タイプのデカンタ１を示している。デカンタ１は、被処理液に遠心力を付
与するための回転体であるボウル２を備えている。ボウル２は、被処理液を内部に保有で
きる概ね円筒形状の回転体であり、分離に必要な遠心力を被処理液に付与する。ボウル２
は、ケーシング３内で鉛直軸廻りに回転可能なように配置されている。ケーシング３は、
遠心分離のプロセス空間を形成する容器であり、遠心分離を行う際のプロセス圧力が高い
場合は圧力容器となるように設計される。例えば高圧用のデカンタ１の場合、プロセス圧
力は０．１～１．６２ＭＰａの範囲であり、常圧用のデカンタ１の場合、プロセス圧力は
０～０．１ＭＰａの範囲である。
【００１８】
　また、ボウル２を回転させる駆動装置には、例えばケーシング３の外に配置される駆動
モーター３１が用いられる。駆動モーター３１は、所定の回転速度でボウル２を回転させ
るように、例えばインバータ出力制御される。駆動モーター３１の駆動力は、例えばプー
リー３２に架け渡された無端の回転ベルト３３を通じてボウル２側のプーリー３４に伝達
される。但し、駆動力の伝達方式が限定されることはない。
【００１９】
　ボウル２の回転軸となるシャフト４は、ケーシング３の上部開口部に配置される軸受機
構４１によって鉛直軸廻りに回転可能なように軸支されている。軸受機構４１は、その側
周面に設けられた支持部材４１ａを通じて、ケーシング３を基礎とする振動防止装置４１
ｂに支持されている。竪型タイプのデカンタ１は、シャフト４によってボウル２が軸受機
構４１に懸架された状態で回転するので、振動によって回転軸の芯ズレが起きる場合があ
る。そこで振動防止装置４１ｂを設けて、遠心分離の実行時に発生する振動を吸収するよ
うにしている。振動防止装置４１ｂは、例えばアイソレータであり、ゴム等の弾性力を利
用して振動を吸収する構成である。
【００２０】
　ボウル２の上部側は、フロントハブと称する円盤部材２１が配置されており、この円盤
部材２１に分離液が排出される排出口（分離液排出口）２１ａが形成されている。一方、
ボウル２の下部側には、分離された固形物が排出される排出口（固形物排出口）２２が形
成されている。ボウル２の内部には、遠心分離の実行時に固形物排出口２２に向けて固形
物を搬送するスクリューコンベア５が配置されている。スクリューコンベア５は、ボウル
２の回転速度に対して相対的な差速をもって回転し、螺旋状に形成されたスクリュー羽根
５１によって固形物を固形物排出口２２に向けて搬送する。そのため、差速発生装置であ
るギアボックス６にボウル２とスクリューコンベア５を連結しており、駆動モーター３１
によってボウル２を回転させるとギアボックス６を通じて回転速度が変速され、スクリュ
ーコンベア５がボウル２の回転速度に対して相対的な差速をもって回転される。一方、ボ
ウル２内には、供給ノズル２３を通じて被処理液が連続的に供給されており、これにより
固形物が分離された分離液が排出口２１ａから排出（いわゆるオーバーフロー）される。
ボウル２から排出された分離液は、ケーシング３の内周面に形成された樋状の液受部３５
に供給され、さらに液受部３５と連通する排出ノズル３６を介して装置外に排出される。
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【００２１】
　ボウル２とスクリューコンベア５の下端側は開口しており、回転するボウル２及びスク
リューコンベア５と接触しないように、供給ノズル２３の先端２３ａが開口部に挿入され
ている。そして、スクリューコンベア５の内部に形成されている空洞（バッファー）に被
処理液を供給すると、スクリューコンベア５の胴部に形成されている液吐出孔５２を通じ
て、遠心力の作用によって被処理液がボウル２内に供給される。また、供給ノズル２３の
先端２３ａは二重管構造に形成されており、外側の管がリンス液供給ノズル２４に連通し
ている。リンス液は、例えば分離された固形物を洗浄するためにボウル２内に供給するこ
とができる。但し、必ずしもリンス液は必要でない。また、バッチ式の遠心分離の場合は
スクリューコンベア５を省略することもできる。
【００２２】
　続いて、軸受機構４１の内部構造について、図２及び図３を参照しながら詳しく説明す
る。図２は、軸受機構４１の縦断面図であり、図３は、図２のＡの部分の拡大図である。
まず図２に示すように、軸受機構４１は、ボウル２の回転軸であるシャフト４を囲うよう
に配置されたハウジング４２を備えている。ハウジング４２は、シャフト４の回転動作に
干渉しないように、シャフト４の外周面に対して僅かな隙間（クリアランス）を介して対
向するように構成されている。そのため、クリアランスを封止する軸シールが必要となる
。
【００２３】
　ハウジング４２は、シャフト４の軸方向に沿って配置されるベアリング４３（４３Ａ，
４３Ｂ）と軸シール機構４４を保持するためのホルダーの役割もある。そのため、ハウジ
ング４２の内部には、後述するように、潤滑オイルや軸シール用の気体をベアリング４３
（４３Ａ，４３Ｂ）や軸シール機構４４へ供給するための流路が形成される。
【００２４】
　ベアリング４３Ａは、例えばアンギュラ玉軸受タイプの軸受機構４１であり、軸方向上
部寄りに３個配置されている。一方、ベアリング４３Ｂは、例えばころ軸受タイプの軸受
機構４１であり、軸方向下部寄りであって、且つ、軸シール機構４４の上方位置に配置さ
れている。シャフト４はこれらベアリング４３（４３Ａ，４３Ｂ）によって回転自在であ
り、遠心分離実行時に、例えば１０００Ｇ～３２００Ｇ（１４００～６０００ｒｐｍ）の
範囲内で高速回転するように設定される。ベアリング４３Ａは、外周輪（固定輪）４３ａ
がハウジング４２の内周面に固定配置され、内周輪（回転輪）４３ｂがシャフト４の内周
面に固定配置されており、転動体４３ｃであるボールを介して内周輪４３ｂがシャフト４
と一体的に回転する構成である。ベアリング４３Ｂも同様に、転動体である円筒形のころ
を介して内周輪がシャフト４と一体的に回転する。
【００２５】
　本実施形態では、オイルを強制循環させてベアリング４３を潤滑する構成を採用してい
る。そのため、ハウジング４２にオイル供給口が形成されており、最上部のベアリングの
上からオイルを供給する流路４５ａが連通している。噴射ノズルを追加してオイルを噴射
供給するようにしてもよい。オイル供給口には、さらにベアリング４３Ｂにオイルを供給
する流路４５ｂが連結されている。遠心分離実行時には、ベアリング４３Ａ及び４３Ｂの
両方にオイルを供給する。さらに、ハウジング４２にはオイル回収口４５ｃが形成されて
おり、ベアリング４３Ａに供給されたオイルを回収する。一方、オイル回収口４５ｃとは
別に、ベアリング４３Ｂの下方にオイル排出口４５ｄが形成されている。ベアリング４３
Ｂに供給されたオイルは、オイル排出口４５ｄから排出する。オイル排出口４５ｄは、ク
リアランスを通じてオイルが軸シール機構４４にまで流下するのを防止する役割もある。
【００２６】
　オイル供給口と回収口４５ｃ並びにオイル排出口４５ｄは、例えば配管を介してオイル
ユニット４６とループ接続され、オイルを循環使用する。オイルユニット４６は、オイル
タンク４６ａ、ポンプ４６ｂ、及びオイル温度調整器４６ｃを備えており、所定温度のオ
イルを所定圧力で供給することが可能である。なお、図ではアンギュラ玉軸受タイプのベ
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アリング４３Ａを軸方向に沿って３個配置し、ころ軸受タイプのベアリング４３Ｂを１個
配置した構成を示しているが、ベアリングの種類及び設置数は限定されることはなく、他
の種類のベアリングを用いてもよく、設置数を増減させるもできる。
【００２７】
［軸シール機構］
　ハウジング４２とシャフト４のクリアランスをシールするための軸シール機構４４は、
軸受機構４１の下端部に配置されている。本実施形態で採用する軸シール機構４４は、接
触摺動部分を有するメカニカルシールとは異なり、内周側の封止環と外周側の封止環の間
に圧力気体を充填してシールする非接触型の軸シール機構である。なお、軸シール機構の
構成の一例を図３に示しているが、この構成に限定されることはなく、ガスシールと称さ
れる公知の非接触型の軸シール機構を採用することができる。
【００２８】
　説明を図３に移すと、軸シール機構４４の内周側の封止環（以下、回転封止環と称する
）７は、筒状のスリーブ部材であり、シャフト４と一体的に回転可能なように、シャフト
４の外周面に固定配置されている。一方、外周側の封止環（以下、静止封止環と称する）
７１は、軸方向に間隔をあけて配列された複数のシールアセンブリ７２を備えている。各
シールアセンブリ７２は、複数のブロック部材を周方向に配列して成るリング状の部材で
ある。シールアセンブリ７２は、例えば弾性部材（不図示）によって軸芯方向へ付勢され
ていることができる。弾性部材は、ガータースプリング等を採用することができる。シー
ルアセンブリ７２と回転封止環７の対向面は、後に圧力気体によってシール面が形成され
る領域となる。
【００２９】
　符号７３は、上端縁と下端縁に側壁を有することで断面が概ねコの字状になっているホ
ルダーである。シールアセンブリ７２は、このホルダー７３の内部領域に収容されている
。ホルダー７３には、ホルダー７３内にシール用の圧力気体を導入するための気体導入口
７４が形成されており、シールアセンブリ７２と回転封止環７の接触領域に向けて圧力気
体を案内するための流路７５がホルダー７３内に構築されている。そして気体導入口７４
から圧力気体を供給すると、シールアセンブリ７２と回転封止環７の対向面に圧力気体が
侵入し、シールアセンブリ７２が回転封止環７から極僅かに浮いて静圧空間を形成する。
これにより、シールアセンブリ７２と回転封止環７との間に非接触のシール面が構築され
る構成である。
【００３０】
　非接触型の軸シール機構４４は、一般的にはシール用の気体が極力リークしないことが
望まれる。しかしながら、デカンタ１の場合は、その構造上、遠心分離の実行時に振動が
発生し易い装置であるため、ホルダー７３の側壁と回転封止環７の隙間から気体がリーク
し易い。軸方向下部側にリークした気体は、ケーシング３内に侵入してしまうので、シー
ル用の気体には処理物に影響の少ない不活性気体（好ましくは窒素）を用いる。一方、軸
方向上部側にリークした気体は、ハウジング４２のクリアランス内に侵入してしまうので
、ベアリング４３Ｂの潤滑オイル排出口（第１の排出口）４５ｄよりも下方位置に形成し
た気体排出口７６（第２の排出口）から排出するようにしている。
【００３１】
　ホルダー７３の気体導入口７４は、ハウジング４２を構成する部材内に形成された流路
を通じて気体供給口７７と連通している。気体供給口７７は、例えば配管を介して気体供
給源と接続されている。例えばシール用の気体として窒素を用いる場合、窒素発生器や窒
素ボンベ等の気体供給源とすることができる。シール用の気体は、少なくともケーシング
内圧よりも高い圧力で供給する。さらに、軸シール特性を維持するために、より具体的に
は軸シールの圧力バランスを一定に保つために、配管の途中に圧力調節弁を設けて気体の
圧力を制御するのが好ましい。
【００３２】
　さらに図３の説明を続けると、軸シール機構４４の上方側のクリアランスの部分には、
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ベアリング４３（特に４２Ｂ）の潤滑オイルが軸シール機構４４にまで流下するのを規制
すると共に、潤滑オイルがオイル排出口４５ｄに向かうように案内する第１のガイド部材
８が配置されている。第１のガイド部材８は、シャフト４の全周を囲う環状の部材である
。第１のガイド部材８は、シャフト４に極僅かな隙間を介して対向する断面がＬ字状の部
位を先端に有しており、運転時に遠心力の作用で外方側に寄せられる潤滑オイルをオイル
排出口４５ｄに案内する樋を形成している。
【００３３】
　さらに、第１のガイド部材８の下方には、第１のガイド部材８と概ね同様の形状をした
第２のガイド部材８１が配置されている。第２のガイド部材８１は、第１のガイド部材８
で制止できなかった潤滑オイルが軸シール機構４４にまで流下するのを防止するために、
潤滑オイルが気体排出口７６に向かうように案内する樋を形成している。さらに本実施形
態では、潤滑オイルが軸シール機構４４に流下するのをより確実に防止するため、第２の
ガイド部材８１とシャフト４のクリアランスの上方位置に、流下防止部材として第３のガ
イド部材８２を配置している。第３のガイド部材８２は、例えばＶリングであり、シャフ
ト４側に固定配置している。そしてシャフト４と一体になって回転することで、潤滑オイ
ルが外方側（つまり、気体排出口７９）に向かうように弾く作用を発揮する。
【００３４】
　一般的に、ガスシールは、シール用の気体として無害な空気や不活性ガスを採用し、し
かもリーク量が少ないので、リークした気体は特に回収せずに大気に放出する。しかしな
がら、本実施形態の竪型のデカンタ１においては、実際に試験を行ったところ、リークし
た気体を回収しなければ安定した運転ができないことを発見した。すなわち、軸受機構４
１の内部に潤滑オイル（液体）とシール用の気体の２種類の流体が流れるため、シール用
の気体にオイルミストが含まれた状態となる。さらに、振動が発生し易い装置であるデカ
ンタ１は、振動によって気体のリーク量が増えることがある。そのため、対策を講じなけ
れば、循環系内の潤滑オイルの量が減ってしまう。
【００３５】
　よって、本実施形態では、気体を回収するための配管を気体排出口７６に接続し、図４
（ａ）に示すように回収用の配管をオイルユニット４６のオイルタンク４６ａと連結する
。さらに、遠心分離実行時にケーシング３の内圧が０．１ＭＰａ以上となる高圧用の場合
は、ミスト回収装置としてのバッファタンク９を配管の途中に配置する。バッファタンク
９は、回収した気体の圧力を下げるためにベント９１を用いて大気開放型構造とする。こ
のように、一旦、バッファタンク９内に気体を供給することでミストを液状化させること
ができ、オイルタンク４６ａに回収することができる。ミストが除去された気体は、バン
ト９１から放出する。高圧用の場合、このような構成としなければ、オイルタンク４６ａ
のエアブリーザ９２からミストが漏れてしまう。また、遠心分離実行時のケーシング３の
内圧が０．１ＭＰａ未満となる常圧用の場合は、バッファタンク９を省略することができ
る。この場合、オイルタンク４６ａがミスト回収装置の役割を兼ねることになる。
【００３６】
　上述の実施形態によれば、竪型タイプのデカンタ１において、圧力気体で軸シールする
非接触型の軸シール機構４４を用いてハウジング４２とシャフト４のクリアランスをシー
ルする構成としたことにより、潤滑オイルの強制循環が不要となる。さらに、気体の圧力
調整でシール特性を変えることができるので、これまで行っていた軸受機構４１を構成す
る各部品（例えば、クリアランスブッシングを設ける等）の隙間や形状等によって圧力バ
ランスを調節する現場作業が不要となる。その結果、常圧用や高圧用といったように、プ
ロセス圧に応じて軸受機構４１の耐圧設計仕様を変える必要がなくなり、製品の標準化を
実現することが可能となる。
【００３７】
　さらに、上述の実施形態によれば、非接触型の軸シール機構４４を採用したことによっ
て、軸シールのためのオイル強制循環が不要となった分、オイルユニット４６の消費電力
を軽減できる省エネ効果がある。勿論、オイルユニット４６の小型化を図ることも可能で
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ある。さらに、非接触型の場合、メカニカルシールのような接触摺動部分の摩耗によるシ
ール特性の劣化がない。また、非接触型の軸シール機構４４は、微粉の噛み込みによるシ
ール特性の劣化が少ないので、テレフタル酸など、ケーシング３内に微粉が拡散する処理
物であっても、長期に亘ってシール特性を維持することが可能である。
【００３８】
　上述の実施形態は、オイル強制循環でベアリング４３（４３Ａ，４３Ｂ）の潤滑を行う
構成である。潤滑オイルとシール用の気体の２種類の流体を扱うことになったため、軸受
機構４１の内部で互いに悪影響を及ぼさないよう、軸受機構４１の内部構造を図２及び図
３のように設計している。但し、ベアリング４３（４３Ａ，４３Ｂ）の潤滑方法を、オイ
ル潤滑からグリス潤滑に変更することを制限するものではない。上述の実施形態は、既存
のデカンタの軸シール機構を交換することでも実現できるので、既存のデカンタを有効利
用できる利点もある。
【実施例】
【００３９】
　既述した通り、デカンタは、その構造上、遠心分離の実行時に振動が発生し易い装置で
ある。非接触型の軸シール機構は、僅かな隙間に静圧空間を形成してシールするため、振
動がある装置への適用は難しい。ボウルを横置きにして両端で支持する横型のデカンタは
、撓みにより、竪型よりも振動が大きいため、軸シール機構がすぐに摩耗劣化して実用化
できない。
【００４０】
　一方、竪型のデカンタ１は、軸受機構４１付近の横方向の振動が一般的に約５０～１０
０μｍであり、振動が大きいもので３００μｍである。本発明者は、振動が１７０μｍの
デカンタ１に非接触型の軸シール機構４４を組み込んで試験を行った。このデカンタ１は
、試験中３００μｍまで振動が増加し、気体のリーク量が初期の１００Ｎリットル／分か
ら１７０Ｎリットル／分にまで増加したが、ケーシング３の処理物が漏れることもなく、
また循環系内の潤滑オイルの量が減ることもなく、確実に軸シールできたことを確認した
。すなわち、竪型のデカンタ１であるからこそ、非接触型の軸シール機構を実用化できた
のである。
【００４１】
　以上、本発明を具体的な実施形態に則して詳細に説明したが、形式や細部についての種
々の置換、変形、変更等が、特許請求の範囲の記載により規定されるような本発明の精神
及び範囲から逸脱することなく行われることが可能であることは、当該技術分野における
通常の知識を有する者には明らかである。従って、本発明の範囲は、前述の実施形態及び
添付図面に限定されるものではなく、特許請求の範囲の記載及びこれと均等なものに基づ
いて定められるべきである。
【符号の説明】
【００４２】
　１　　　デカンタ
　２　　　ボウル
　３　　　ケーシング
　３１　　駆動モーター
　４　　　シャフト
　４１　　軸受機構
　４２　　ハウジング
　４３　　ベアリング
　４４　　軸シール機構
【要約】
【課題】竪型の遠心分離装置において、ケーシング内の設定圧力によって軸受機構の耐圧
設計仕様を変えることなく、製品の標準化を実現する
【解決手段】容器をなすケーシングと、前記ケーシング内に回転可能に配置された遠心分
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離用のボウルと、前記ボウルの上部側に設けられ、鉛直軸方向に延びる前記ボウルの回転
軸と、前記ケーシングの外に配置され、前記回転軸を回転させる駆動装置と、前記ケーシ
ングの開口部に配置され、該開口部を貫通する前記回転軸を軸支する軸受機構と、を含む
竪型の遠心分離装置において、前記軸受機構は、前記回転軸を囲うハウジングと、前記回
転軸を軸支するベアリングと、該軸受機構のケーシング側端部に配置され前記ハウジング
と回転軸のクリアランスを圧力気体でシールする非接触型の軸シール機構と、を備えてい
る。
【選択図】図３

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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